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3 　和田ほか・前掲注（ ₁ ）₅₅頁、橋爪隆「正当防衛状況の判断について」法学教室₄₀₅号
（₂₀₁₄年）₁₁₃頁、遠藤邦彦「正当防衛判断の実際―判断の安定化を目指して―」刑法雑誌




























4 　嶋矢貴之「正当防衛・共犯について」刑法雑誌₅₅巻 ₂ 号（₂₀₁₆年）₁₃₈頁。



































„sozialethischen Einschränkungen＂ des Notwehrrechts―Versuch einer Bilanz―, ZStW Bd. ₉₃, 
₁₉₈₁, S.₁₀₀ff; Kristian Kühl, Strafrecht Allgemeiner Teil, ₇.Auﬂ., ₂₀₁₂, S.₂₀₉ff; Johannes Wessels/
Werner Beulke/Helmut Satzger, Strafrecht Allgemeiner Teil, ₄₃.Auﬂ. ₂₀₁₃, S.₁₃₂; Urt Kindhäuser, 
Strafrecht Allgemeiner Teil, ₅. Aufl., ₂₀₁₁, S.₁₅₁; Volker Erb, Münchener Kommentar zum 
Strafgesetzbuch, Band ₁, ₂ Auﬂ., ₂₀₁₁, S.₁₅₃₄f; Walter Perron, Schönke/Schröder Strafgesetzbuch 
Kommentar, ₂₉.aufl., ₂₀₁₄, S.₆₆₅f; Tomas Rönnau/Kristean Hohn, Strafgesetzbuch Leipziger 






7 　Joshua Dressler, Understanding Criminal Law, ₂₃₀f (₇th ed. ₂₀₁₅);Wayne R. Lafave, CRIMINAL 





























8 　Vgl. Roxin, a.a.O. (Anm.₆), AT, S.₇₀₁; Roxin, a.a.O. (Anm.₆), ZStW, S.₁₀₀; Kühl, a.a.O. 
(Anm.₆), S.₂₁₀; Wessels/Beulke/Satzgar, a.a.O. (Anm.₆), S.₁₃₂; 齊藤・前掲注（ ₆ ）₂₅₀-₁頁、
山中・前掲注（ ₆ ）₂₇₅頁、大嶋・前掲注（ ₆ ）₅₀頁。
9 　See Dressler, supra note ₇, at ₂₃₀.  
























11　Vgl. Roxin, a.a.O. (Anm.₆), AT, S.₇₀₁f; Roxin, a.a.O. (Anm.₆), ZStW, S.₁₀₀f; Kühl, a.a.O. 
(Anm.₆), S.₂₁₁; Wessels/Beulke/Satzgar, a.a.O. (Anm.₆), S.₁₃₂; Erb, a.a.O. (Anm.₆), S.₁₅₃₄; 
Perron, a.a.O. (Anm.₆), S.₆₆₅; Rönnau/Hohn, a.a.O. (Anm.₆), S.₅₂₃.
12　Vgl. Roxin, a.a.O. (Anm.₆), AT, S.₆₈₃ff; Kühl, a.a.O. (Anm.₆), S.₁₉₆; Georg Freund, Strafrecht 
Allgemeiner Teil Personale Straftatlehle, ₂ Auﬂ., ₂₀₀₈, S.₁₁₆f.
13　Rönnau/Hohn, a.a.O. (Anm.₆), S.₅₂₃; Erb, a.a.O. (Anm.₆), S.₁₅₃₄; Kindhäuser, a.a.O. (Anm.₆), 
S.₁₅₁; Wessels/Beulke/Satzgar, a.a.O. (Anm.₆), S.₁₃₂; 大嶋・前掲注（ ₆ ）₅₀頁。また、岩間・
前掲注（ ₇ ）₂₁₃-₄頁参照。
14　Perron, a.a.O. (Anm.₆), S.₆₆₅; Herzok, a.a.O. (Anm.₆), S.₄₈; 齊藤・前掲注（ ₆ ）₂₅₂-₃頁。
15　Roxin, a.a.O. (Anm.₆), AT, S.₇₀₁; Roxin, a.a.O. (Anm.₆), ZStW, S.₁₀₁f; Kühl, a.a.O. (Anm.₆), 
S.₂₁₀.





















当防衛として正当化されるとした。また、BGH 第 ₃ 刑事部₂₀₀₂年 ₄ 月₁₈日判決21





17　同判決に対する評釈として、Gerd Geilen, JR ₁₉₇₆, ₃₁₄.
18　このような見解として、Rönnau/Hohn, a.a.O. (Anm.₆), S.₅₂₃; Günter Spendel, JZ ₁₉₈₄, ₅₀₉; 
Walter Gropp, Strafrecht Allgemeiner Teil ₄ Auﬂ., ₂₀₁₅, S.₂₀₄. また、岩間・前掲注（ ₇ ）₂₀₅頁
参照。
19　このような見解として、Axel Montenbruck, JR ₁₉₈₅, ₁₁₆; 齊藤・前掲注（ ₆ ）₂₅₀頁。
20　同判決に対する評釈として、Spendel, a.a.O. (Anm.₁₈), S.₅₀₇; Montenbruck, a.a.O. (Anm.₁₉), 
S.₁₁₅; Fritz Loos, Jus ₁₉₈₅, ₈₅₉; Ulrich Schroth, NJW ₁₉₈₄, ₂₅₆₂; Jutta Bahr-Jendges, Streit ₁₉₈₄, 
₄₄.
























22　このような事案として、BGH NStZ ₂₀₁₄, ₄₅₁ (Urt. v. ₂₅. ₃. ₂₀₁₄); BGH NStZ-RR ₂₀₁₆, ₂₇₂ 
(Urt. v. ₁. ₆. ₂₀₁₆)。
23　See Dressler, supra note ₇, at ₂₂₈ff. 




































27　Dressler, supra note ₇, at ₂₂₉; Lafave, supra note ₇, at ₅₇₈f.
28　See Dressler, supra note ₇, at ₂₂₉; Lafave, supra note ₇, at ₅₈₀.
29　Dressler, supra note ₇, at ₂₃₀.
30　Id.




32　Dressler, supra note ₇, at ₂₃₀f.




























38　このような判例として、State v. Shaw, ₁₈₅ Conn. ₃₇₂, ₄₄₁ A.₂d ₅₆₁ (₁₉₈₁); State v. Gartland、
₁₄₉ N.J. ₄₅₆, ₆₉₄ A.₂d ₅₆₄ (₁₉₉₇); State v. Ordway, ₆₁₉ A.₂d ₈₁₉ (R.I.₁₉₉₂); State v. Pontery, ₁₉ 
N.J ₄₅₇, ₁₁₇ A.₂d. ₄₇₃ (₁₉₅₅).
39　See Lafave, supra note ₇, at ₅₇₉. また、本文中に挙げたものの他にこの場合の退避義務を否
定した判例として、People v. Lenkevich, ₃₉₄ Mich. ₁₁₇, ₂₂₉ N.W.₂d ₂₉₈ (₁₉₇₅); State v. Thomas, 
₇₇ Ohio St.₃d ₃₂₃, ₆₇₃ N.E.₂d ₁₃₃₉ (₁₉₉₇); State v. Sales, ₂₈₅ S.C.₁₁₃, ₃₂₈ S.E.₂d ₆₁₉ (₁₉₈₅). 
40　Weiand v. State, ₇₃₂ So.₂d ₁₀₄₄ (Fla.₁₉₉₉).
41　State v. Glowacki, ₆₃₀ N.W.₂d ₃₉₂ (Minn.₂₀₁₁).


























43　Lafave, supra note ₇, at ₅₇₉.
44　このような見解として、Gropp, a.a.O. (Anm.₁₈),S.₂₀₄; Freund, a.a.O. (Anm.₁₂), S.₁₁₆; Dieter 
Engels, Der partielle Ausschluß der Notwehr bei tätlichen Auseinandersetzungen zwischen 
Ehegatten, GA ₁₉₈₂, S.₁₁₂ff; Helmut Frister, Die Notwehr im System der Notrecht, GA ₁₉₈₈, S.₃₀₉; 
Wolfgang Wohlers, Einschränkungen des Notwehrrechts innerhalb sozialer Näheverhältnisse, JZ 
₁₉₉₉, S.₄₄₁f; Raquel Montaner Fernández/Íñigo Ortiz de Urbina Gimeno, Einwirkung einer 
Garantenstellung auf die Reichweite von Rechtfertigungsgründen? Zu den Garantenstellungen im 
Rahmen Persönlicher Beziehungen, GA ₂₀₁₃, S.₆₄₈. 
45　Vgl. Engels, a.a.O. (Anm.₄₃), S.₁₁₃; 山中・前掲注（ ₆ ）₂₈₀頁参照。























S.₂₁₂; Erb, a.a.O. (Anm.₆), S.₁₅₃₄f; Perron, a.a.O. (Anm.₆), S.₆₆₅f; Rönnau/Hohn, a.a.O. (Anm.₆), 
S.₅₂₄; Herzok,  a.a.O. (Anm.₆), S.₄₈.
47　Vgl. Roxin, a.a.O. (Anm.₆), ZStW, S.₁₀₁.
48　Vgl. Perron, a.a.O. (Anm.₆), S.₆₆₅; Gropp, a.a.O. (Anm.₁₈), S.₂₀₄; Freund, a.a.O. (Anm.₁₂), 
S.₁₁₆; Engels, a.a.O. (Anm.₄₄), S.₁₁₃; Fernández/Gimeno, a.a.O. (Anm.₄₄), S.₆₄₈ ； 山中・前掲注 
(₆）₂₈₈頁。
49　Roxin, a.a.O. (Anm.₆), AT, S.₇₀₄.
50　このような制限について、Roxin, a.a.O. (Anm.₆), AT, S.₆₈₇ff; Roxin, a.a.O. (Anm.₆), ZStW, 
S.₈₅ff; Kühl, a.a.O. (Anm.₆), S.₂₁₂; Wessels/Beulke/Satzgar, a.a.O. (Anm.₆), S.₁₃₂ff; Erb, a.a.O. 
(Anm.₆), S.₁₅₃₆ff; Perron, a.a.O. (Anm.₆), S.₆₆₆ff; 齊藤・前掲注（ ₆ ）₁₉₇頁以下、大嶋・前掲
注（ ₆ ）₂₅頁以下、山中・前掲注（ ₆ ）₉₆頁以下など。
51　このような制限について、Roxin, a.a.O. (Anm.₆), AT, S.₆₉₆ff; Roxin, a.a.O. (Anm.₆), ZStW, 
S.₉₄ff; Kühl, a.a.O. (Anm.₆), S.₁₉₉; Wessels/Beulke/Satzgar, a.a.O. (Anm.₆), S.₁₃₁; Erb, a.a.O. 
(Anm.₆), S.₁₅₃₀ff; Perron, a.a.O. (Anm.₆), S.₆₆₄f; 齊藤・前掲注（ ₆ ）₂₄₀頁以下、大嶋・前掲
注（ ₆ ）₄₄頁以下、山中・前掲注（ ₆ ）₂₁₁頁以下など。






























54　Dressler, supra note ₇, at ₂₄₅; 林・前掲注（ ₅ ）₄₅頁、前田・前掲注（ ₅ ）₃₃頁。
55　Vgl. Roxin, a.a.O. (Anm.₆), AT, S.₇₀₄; Roxin, a.a.O. (Anm.₆), ZStW, S.₁₀₃; Wessels/Beulke/


























































59　Dressler, supra note ₇, at ₂₂₄f ； Lafave, supra note ₇, at ₅₇₃f ； 佐伯・前掲注（ ₇ ）₅₅頁、伊
藤嘉亮「正当防衛―比較刑法ノート（ ₄ ）」刑事法ジャーナル₄₇号（₂₀₁₆年）₅₆頁。





























































制して A を攻撃する意図を有しておらず、A を刺す直前にも包丁による攻撃を止
めさせようとしていること、被告人が本件ナイフを自室に隠し、本件ナイフをポ


































　被告人が、自宅において長男である A を諌めようと考えて A の部屋に向かうと、
A が包丁を手にしていたので、金属バットを持ち出して A の部屋に立ち入った。






















































した。その後、被告人が A から離れて玄関の方に向かうと、A は被告人の首の辺




けたが、これに対して被告人は A に怒鳴り返し、₁ 階に向かおうとした。そして、
A が階段を下りてきた被告人に頚部を押さえつけられると、被告人は包丁で A の
背部等を多数回突き刺し、死亡させた。
イ　裁判所の判断
　裁判所は、まず A が被告人の頚部を押さえつけて ₁ 階居間に連れ戻し、自宅内
を逃げ回る被告人を追いかけた行為は、被告人の生命や身体に直ちに危険が生じる
ような侵害行為とまでは認められないとした。その上で、被告人が A に追いかけ
られている間に洋出刃包丁を持ち出し A に示した行為は、A の行為と比べて明ら
かに質的に過剰であり、また A の行為は被告人にとって十分に予測可能なもので















































































































































































































































































































































は、本稿の基準は適用されないが、多くの場合は盗犯等防止法 ₁ 条 ₂ 号又は ₃ 号による正
当防衛が認められ、比較的広い範囲で正当防衛が認められることになると解される。
99
家庭内での暴力的闘争における正当防衛状況の判断基準  （木崎）
も、家庭内で生じた事件として扱うべきである。また、このような争いは場所を移
動しながら継続することも考えられるので、必ずしも居住している建物内での暴力
的闘争だけではなく、それに付随する敷地等で争いが生じた場合も、家庭内で生じ
た事件として扱うべきである。
　その上で、家庭内で正当防衛が問題になった事案と判断された場合には、被侵害
者が「家庭内を意図的に不法な暴力的闘争の場所として利用した場合」と認められ
ない限り、正当防衛状況が認められる。すなわち、DV 事例などの相手方から一方
的に攻撃を受けている場合はもちろん、被侵害者が意図せずに相手方を怒らせてし
まった場合や、相手方が暴力的闘争を挑んできたのでやむなくそれに応じた場合な
どには、正当防衛状況は否定されず、原則として防衛行為の相当性の判断に進むこ
とになる95。これに対して、被侵害者が日常的な侵害から身を守る手段としては不
相当な強力な反撃準備を整えていた場合や、執拗に相手に闘争行為を挑むような態
度に出た場合には、正当防衛状況が否定されることになる。
　このような判断においては、被侵害者が家庭内という生活の本拠地に留まる利益
や家庭内の問題を自ら解決する利益と、不法な暴力的闘争を防ぐ社会的な必要性を
比較衡量することが要求される。このような比較衡量は、一般人の日常生活と密接
に関連したものであるため、まさに裁判員という一般人の常識的な価値判断に委ね
られるべき事項であると解される。そこで、家庭内で正当防衛が問題になる事案に
ついて、このような判断基準を裁判員に提示することは、一般国民の健全な常識を
裁判に反映させるという裁判員制度の趣旨96に沿うものであるということができ
る。
第 5 　おわりに
　本稿は、近年強く要請されている、正当防衛状況の判断基準の事案の性質に応じ
た類型化の ₁ つとして、家庭内で正当防衛が問題になった事案における正当防衛状
況の判断基準の構築を試みたものである。そして、このような問題意識に基づき、
95　正当防衛の要件としては防衛の意思も必要になると解されるが、防衛の意思の存在は正
当防衛状況により基礎付けられ、防衛の意思が独立して問題になる事案は非常に少ないこ
とから、通常は正当防衛状況が認定された後には防衛行為の相当性のみが問題になる事案
がほとんどであるように思われる。この点について、司法研修所編・前掲注（ ₁ ）₂₂頁参照。
96　田口守一『刑事訴訟法〔第 ₇ 版〕』（₂₀₁₇年、弘文堂）₁₀頁。
100
筑波法政第₇₁号（₂₀₁₇）
家庭内で正当防衛の成否が問題になる場合には正当防衛の成立範囲を拡大すべきで
あること、家庭内で正当防衛の成否が問題になった事案においては、「家庭内を意
図的に不法な暴力的闘争の場所として利用した場合」に限って正当防衛状況を否定
すべきこと、このような基準は、通常の事例における正当防衛状況の判断基準に、
家庭内で正当防衛が問題になる事案の特徴に基づく修正を加えたものに過ぎず、近
時有力に主張されている侵害回避義務論とも整合的であることを明らかにした。
　家庭内で正当防衛が問題になる事案は、比較的件数が多く、またこのような事案
においては、被侵害者の住居にとどまる利益や、通常に事案よりも公的救助の要請
を期待し得ないこと、そして DV の問題などの、様々な要素を考慮する必要がある。
本稿は、これらの要素を考慮した上で、実務上問題になることが比較的多い事案の
処理の指針を示すものであり、実務上有益なものであると解される。
（人文社会系助教）
